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 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内 閣 総 理 大 臣  宛 て  

 財 務 大 臣   

 厚 生 労 働 大 臣 

 

議  長  名 

 

 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

介護人材が不足する我が国において、外国人介護人材は地域サービスを支え

る重要な担い手となっており、来年度からは中長期的な人材確保等を目的とし

た育成就労制度が開始するなど、その活躍が期待される。 

一方で、その受入れや育成には介護事業者に相応の費用負担や人的負担が生

じていることに加え、育成した外国人材が都市部へ転職する事例も聞かれてお

り、地方における人材の定着が大きな課題となっている。 

安定的な外国人材の確保には、地域や文化への愛着を育むとともに、安心し

て暮らし続けることができる体制を整え、単なる労働力ではなく地域社会を共

に支える一員として迎え入れることが不可欠である。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、外国人介護人材が長期的に活

躍できる環境の整備に向けて、次の事項を実現するよう強く要請する。 

１ 事業者が負担している外国人介護人材の育成に要する日本語教育や技術習

得等の費用について、財政支援の拡充を図ること。 

２ 外国人介護人材の地域定着のため、生活環境の整備、生活相談及び地域と

の交流等を含めた包括的な支援を強化すること。 

３ 国等が提供する日本語学習教材について、現場で必要なコミュニケーショ

ン能力の習得や文化等の理解に向け、内容の充実を図ること。 

４ 我が国が外国人材に選ばれ続けるため、介護職の魅力及び地位向上に取り

組むとともに、国際社会への積極的な発信に努めること。 


